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⑦
設
備
関
係
支
出
は
、
予
算

比
２
・
74
％
減
の
５
億
３
４
６

７
万
円
（
前
年
度
比
で
は
61
・

24
％
の
減
）
。
こ
の
う
ち
、
教

育
研
究
用
機
器
備
品
支
出
は
、

予
算
比
２
・
89
％
増
の
３
億
４

５
８
５
万
円
で
、
差
異
は
、
教

員
個
人
研
究
費
、
受
託
研
究

費
、
研
究
助
成
費
、
生
田
１
号

館
教
室
学
生
用
机
及
び
椅
子
、

生
田
４
号
館
研
究
室
印
刷
機
、

生
田
８
号
館
及
び
10
号
館
教
室

視
聴
覚
設
備
品
購
入
等
の
増

　
⑧
資
産
運
用
支
出
は
、
予
算

比
11
・
03
％
減
の
８
億
７
０
６

万
円
（
前
年
度
比
で
は
95
・
39

％
の
増
）
。
有
価
証
券
購
入
支

出
が
１
億
円
、
第
２
号
基
本
金

引
当
特
定
資
産
繰
入
支
出
が
２

億
円
、
第
３
号
基
本
金
引
当
特

定
資
産
繰
入
支
出
が
１
０
６
万

円
、
退
職
給
与
引
当
資
産
繰
入

支
出
が
５
０
０
０
万
円
、
法
人

基
金
準
備
資
産
繰
入
支
出
が
２

億
５
６
０
０
万
円
、
施
設
設
備

準
備
資
産
繰
入
支
出
が
２
億
円

と
な
っ
て
い
る
。

　
⑨
そ
の
他
の
支
出
は
、
前
期

末
未
払
金
支
払
支
出
、
前
払
金

支
払
支
出
等
で
11
億
９
９
９
８

万
円
。
予
備
費
の
使
用
額
は
な

い
。
ま
た
、
資
金
支
出
調
整
勘

定
（
支
出
の
振
替
控
除
科
目
）

は
、
期
末
未
払
金
及
び
前
期
末

前
払
金
で
12
億
３
２
６
３
万

円
。

【
主
な
施
設
等
整
備
事
項
】

〈
専
修
大
学
〉

①
神
田
及
び
生
田
校
舎
緊
急
地

震
速
報
設
備
設
置
工
事
②
神
田

１
｜
３
号
館
防
犯
カ
メ
ラ
設
備

設
置
工
事
③
神
田
２
号
館
地
下

１
階
教
室
マ
イ
ク
設
備
更
新
工

事
④
神
田
２
号
館
１
・
２
階
廊

下
照
明
器
具
更
新
工
事
⑤
生
田

１
号
館
地
下
１
階
電
気
室
低
圧

動
力
盤
他
改
修
工
事
⑥
生
田
１

号
館
屋
外
汚
水
ポ
ン
プ
交
換
工

事
⑦
新
生
田
２
・
３
号
館
（
仮

称
）
新
築
工
事
⑧
生
田
５
号
館

火
災
受
信
盤
交
換
工
事 

⑨
生

田
５
号
館
１
階
体
力
測
定
室
空

調
機
設
置
工
事
⑩
生
田
８
号
館

１
階
教
室
視
聴
覚
設
備
設
置
工

事
⑪
生
田
９
号
館
２
階
会
議
室

視
聴
覚
設
備
設
置
工
事
⑫
生
田

10
号
館
学
内
Ｌ
Ａ
Ｎ
ス
イ
ッ
チ

更
改
に
伴
う
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
配

線
工
事
⑬
生
田
図
書
館
防
犯
カ

メ
ラ
設
備
設
置
工
事
⑭
生
田
会

　
事
業
活
動
収
支
計
算
書
で

は
、
事
業
活
動
収
入
計
（
学
校

法
人
の
負
債
と
な
ら
な
い
収

入
）
が
予
算
比
０
・
01
％
増
の

２
４
６
億
６
１
０
１
万
円
〔
前

年
度
比
で
は
４
・
03
％
（
９
億

５
５
４
４
万
円
）
の
増
〕。
事

業
活
動
支
出
計
は
、
予
算
比
６

・
52
％
増
の
２
５
９
億
８
６
１

８
万
円
〔
前
年
度
比
で
は
６
・

07
％
（
14
億
８
７
６
８
万
円
）

の
増
〕
と
な
り
、
基
本
金
組
入

前
当
年
度
収
支
差
額
は
、
△
13

億
２
５
１
６
万
円
と
な
っ
て
い

る
。
基
本
金
組
入
額
合
計
は
、

予
算
比
91
・
41
％
組
入
額
減
の

△
２
億
１
０
６
万
円
と
な
り
、

基
本
金
組
入
前
当
年
度
収
支
差

額
と
基
本
金
組
入
額
合
計
を
合

わ
せ
た
当
年
度
収
支
差
額
は
、

予
算
に
比
べ
支
出
超
過
の
額
が

26
・
51
％
減
の
△
15
億
２
６
２

３
万
円
と
な
っ
て
い
る
。
ま

た
、
基
本
金
取
崩
額
を
28
億
７

６
７
１
万
円
計
上
し
た
こ
と
に

よ
り
、
前
年
度
繰
越
収
支
差
額

（
△
３
４
８
億
９
３
０
４
万

円
）
を
加
え
た
翌
年
度
繰
越
収

支
差
額
は
、
予
算
に
比
べ
支
出

超
過
の
額
が
９
・
27
％
減
の
３

３
５
億
４
２
５
６
万
円
〔
前
年

度
比
で
は
３
・
87
％
（
13
億
５

０
４
８
万
円
）
の
減
〕
と
な
っ

て
い
る
。

基
本
金
組
入
額
合
計
の
内
訳

　
第
１
号
基
本
金
　
当
年
度
組

入
額
な
し
（
当
年
度
取
得
資
産

及
び
借
入
金
返
済
等
の
組
入

額
）

　
第
２
号
基
本
金
　
２
億
円
の

　
貸
借
対
照
表
は
、
平
成
28
年

３
月
31
日
現
在
の
資
産
、
負

債
、
基
本
金
等
の
状
況
を
前
年

度
末
と
対
比
さ
せ
て
表
示
し
て

い
る
。

（
１
）
資
産
の
部

　
資
産
の
部
で
は
、
固
定
資
産

が
、
前
年
度
末
よ
り
４
億
２
３

７
５
万
円
増
の
１
２
７
５
億
５

８
８
４
万
円
。
こ
の
う
ち
、
有

形
固
定
資
産
が
土
地
、
建
物
、

構
築
物
、
機
械
装
置
、
教
育
研

究
用
機
器
備
品
、
管
理
用
機
器

備
品
、
図
書
、
車
両
の
減
に
よ

り
、
前
年
度
末
よ
り
３
億
７
９

０
２
万
円
減
の
９
５
７
億
３
６

８
７
万
円
。
特
定
資
産
は
、
第

２
号
基
本
金
引
当
特
定
資
産
等

の
増
に
よ
り
、
前
年
度
末
よ
り

７
億
７
０
６
万
円
増
の
３
１
０

億
７
４
２
１
万
円
。
そ
の
他
の

固
定
資
産
は
、
有
価
証
券
等
の

増
に
よ
り
、
前
年
度
末
よ
り
９

５
７
１
万
円
増
の
７
億
４
７
７

５
万
円
。

　
流
動
資
産
は
、
現
金
預
金
等

の
増
で
、
前
年
度
末
よ
り
１
億

５
１
０
４
万
円
増
の
76
億
１
４

８
６
万
円
。

　
資
産
の
部
合
計
は
、
前
年
度

貸借対照表

平成28年3月31日 （単位 円）

資　　産　　の　　部

科　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減

固 定 資 産 127,558,846,564 127,135,093,324 423,753,240

有 形 固 定 資 産 95,736,874,723 96,115,900,486 △   379,025,763

土 地 35,525,858,979 35,634,399,116 △   108,540,137

建 物 36,107,210,631 38,786,906,296 △ 2,679,695,665

構 築 物 2,186,506,790 2,354,800,046 △   168,293,256

教育研究用機器備品 2,204,466,783 2,467,761,584 △   263,294,801

管 理 用 機 器 備 品 234,546,224 257,225,096 △    22,678,872

図 書 16,205,883,901 16,418,679,405 △   212,795,504

そ の 他 3,272,401,415 196,128,943 3,076,272,472

特 定 資 産 31,074,214,713 30,367,151,576 707,063,137

第２号基本金引当特定資産 200,000,000 0 200,000,000

第３号基本金引当特定資産 2,724,214,713 2,723,151,576 1,063,137

退職給与引当資産 3,750,000,000 3,700,000,000 50,000,000

法人基金準備資産 6,900,000,000 6,644,000,000 256,000,000

施設設備準備資産 17,500,000,000 17,300,000,000 200,000,000

そ の他の固定資産 747,757,128 652,041,262 95,715,866

有 価 証 券 713,888,539 613,888,539 100,000,000

そ の 他 33,868,589 38,152,723 △     4,284,134

流 動 資 産 7,614,865,630 7,463,823,473 151,042,157

現 金 預 金 6,733,298,453 6,682,678,464 50,619,989

未 収 入 金 555,681,503 437,933,743 117,747,760

そ の 他 325,885,674 343,211,266 △    17,325,592

資 産 の 部 合 計 135,173,712,194 134,598,916,797 574,795,397

負　　債　　の　　部

科　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減

固 定 負 債 13,883,457,927 11,995,142,303 1,888,315,624

長 期 借 入 金 4,038,870,000 2,100,000,000 1,938,870,000

長 期 未 払 金 542,998,902 670,285,469 △   127,286,567

退 職 給 与 引 当 金 9,301,589,025 9,224,856,834 76,732,191

流 動 負 債 6,816,189,722 6,804,540,950 11,648,772

短 期 借 入 金 61,130,000 522,770,000 △   461,640,000

前 受 金 4,418,979,000 4,280,107,000 138,872,000

そ の 他 2,336,080,722 2,001,663,950 334,416,772

負 債 の 部 合 計 20,699,647,649 18,799,683,253 1,899,964,396

純　 資　 産　 の　 部

科　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減

基 本 金 148,016,628,357 150,692,277,531 △ 2,675,649,174

第 １ 号 基 本 金 143,263,413,644 146,140,125,955 △ 2,876,712,311

第 ２ 号 基 本 金 200,000,000 0 200,000,000

第 ３ 号 基 本 金 2,724,214,713 2,723,151,576 1,063,137

第 ４ 号 基 本 金 1,829,000,000 1,829,000,000 0

繰 越 収 支 差 額 △33,542,563,812 △34,893,043,987 1,350,480,175

翌年度繰越収支差額 △33,542,563,812 △34,893,043,987 1,350,480,175

純 資 産 の 部 合 計 114,474,064,545 115,799,233,544 △ 1,325,168,999

負債及び純資産の部合計 135,173,712,194 134,598,916,797 574,795,397

比 率 算　式（×100）
平成23年度
（決算）

平成24年度
（決算）

平成25年度
（決算）

平成26年度
（決算）

人 件 費

比 率

人 件 費

帰 属 収 入

55.58％

（54.0％）

58.51％

（52.8％）

59.58％

（52.4％）

60.67％

（50.9％）

人 件 費

依 存 率

人 件 費

学生生徒等納付金

72.29％

（74.4％）

73.44％

（71.9％）

74.61％

（72.4％）

72.98％

（73.3％）

教育研究

経費比率

教 育 研 究 経 費

帰 属 収 入

32.72％

（30.9％）

34.24％

（31.2％）

31.13％

（31.5％）

33.12％

（31.2％）

管理経費

比 率

管 理 経 費

帰 属 収 入

7.17％

（8.7％）

7.98％

（9.2％）

7.73％

（8.8％）

8.08％

（9.0％）

帰属収支

差額比率

帰属収入－消費支出

帰 属 収 入

3.52％

（3.4％）

△1.62％

（4.8％）

0.59％

（5.2％）

△3.34％

（7.2％）

備考：（　）内は日本私立学校振興・共済事業団調査による医歯系法人を除く
　　　大学法人平均値を示す。

主　要　財　務　比　率（表２）

平成27年度事業活動収支決算科目別構成

備考：経常収入は、教育活動収入計と
　　　教育活動外収入計の合計

比 率 算　式（×100）
平成27年度
（決　算）

人 件 費

比 率

人 件 費

経 常 収 入
60.43％

人 件 費

依 存 率

人 件 費

学生生徒等納付金
72.89％

教育研究

経費比率

教 育 研 究 経 費

経 常 収 入
31.07％

管 理

経費比率

管 理 経 費

経 常 収 入
7.55％

事業活動収支

差 額 比 率

基 本 金 組 入 前

当 年 度 収 支 差 額

事 業 活 動 収 入

△5.37％

学校法人会計基準改正に
伴う新たな財務比率

館
及
び
生
田
食
堂
館
給
水
用
揚

水
ポ
ン
プ
更
新
工
事
⑮
生
田
総

合
体
育
館
分
電
盤
他
改
修
工
事

⑯
生
田
総
合
体
育
館
プ
ー
ル
天

井
耐
震
補
強
及
び
ト
レ
ー
ニ
ン

グ
セ
ン
タ
ー
石
綿
除
去
工
事
⑰

生
田
第
１
体
育
寮
別
館
火
災
受

信
機
更
新
工
事
⑱
生
田
旧
第
１

体
育
寮
及
び
旧
第
２
体
育
館
解

体
工
事
⑲
伊
勢
原
体
育
寮
防
犯

カ
メ
ラ
設
備
設
置
工
事

〈
石
巻
専
修
大
学
〉

①
非
常
用
放
送
設
備
設
置
工
事

②
緊
急
地
震
速
報
設
備
設
置
工

事
③
陸
上
ト
ラ
ッ
ク
増
築
工
事

２

事
業
活
動
収
支
計
算
書

組
入
（
将
来
取
得
す
る
固
定
資

産
の
取
得
に
充
て
る
預
金
等
の

資
産
の
組
入
額
）

　
第
３
号
基
本
金
　
１
０
６
万

円
の
組
入
（
校
友
会
研
究
奨
励

基
金
等
の
組
入
額
）

　
第
４
号
基
本
金  

当
年
度
組

入
額
な
し
（
恒
常
的
に
保
持
す

べ
き
資
金
と
し
て
定
め
ら
れ
た

額
の
組
入
額
）

※
事
業
活
動
区
分
ご
と
に
、
前

記
の
資
金
収
支
計
算
書
と
共
通

の
科
目
を
除
く
事
業
活
動
収
支

計
算
書
特
有
の
も
の
に
つ
い
て

説
明
。

（
１
）
経
常
収
支

　
①
教
育
活
動
収
支

　
教
育
活
動
収
入
計
は
、
予
算

比
０
・
35
％
増
の
２
４
１
億
３

３
３
４
万
円
。
教
育
活
動
支
出

計
は
、
予
算
比
０
・
62
％
減
の

２
４
０
億
８
７
７
万
円
と
な

り
、
教
育
活
動
収
支
差
額
は
、

１
億
２
４
５
６
万
円
と
な
っ
て

い
る
。

（
事
業
活
動
収
入
の
部
）

・
寄
付
金
は
、
施
設
設
備
寄
付

金
を
除
い
た
も
の
で
、
予
算
比

51
・
54
％
減
の
９
６
９
２
万

円
。
周
年
記
念
事
業
に
伴
う
特

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収
入

学生生徒等納付金収入 20,097,416,230

手数料収入 998,061,546

特別寄付金収入 96,926,104

経常費等補助金収入 1,549,897,146

付随事業収入 640,657,420

雑収入 750,382,038

教育活動資金収入計 24,133,340,484

支
出

人件費支出 14,572,315,091

教育研究経費支出 5,287,850,678

管理経費支出 1,611,685,047

教育活動資金支出計 21,471,850,816

差引 2,661,489,668

調整勘定等 184,348,381

教育活動資金収支差額 2,845,838,049

施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

　科　　　目 金　　　額

収
入

施設設備寄付金収入 167,690,000

施設設備補助金収入 86,117,000

施設設備売却収入 11,456,000

施設整備等活動資金収入計 265,263,000

支
出

施設関係支出 3,365,485,320

設備関係支出 534,677,798

第２号基本金引当特定資産繰入支出 200,000,000

施設設備準備資産繰入支出 200,000,000

施設整備等活動資金支出計 4,300,163,118

差引 △4,034,900,118

調整勘定等 △　126,614,428

施設整備等活動資金収支差額 △4,161,514,546

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額） △1,315,676,497

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収
入

借入金等収入 2,000,000,000

その他の収入 195,188,260

小計 2,195,188,260

受取利息・配当金収入 106,028,053

その他の活動資金収入計 2,301,216,313

支
出

借入金等返済支出 522,770,000

有価証券購入支出 100,000,000

第３号基本金引当特定資産繰入支出 1,063,137

退職給与引当資産繰入支出 50,000,000

法人基金準備資産繰入支出 256,000,000

その他の支出 3,960,000

小計 933,793,137

借入金等利息支出 1,126,690

その他の活動資金支出計 934,919,827

差引 1,366,296,486

調整勘定等 0

その他の活動資金収支差額 1,366,296,486

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額） 50,619,989

前年度繰越支払資金 6,682,678,464

翌年度繰越支払資金 6,733,298,453

活動区分資金収支計算書
平成27年4月1日から平成28年3月31日まで（単位 円）

別
寄
付
金
。

・
経
常
費
等
補
助
金
は
、
施
設

設
備
補
助
金
を
除
い
た
も
の

で
、
予
算
比
６
・
53
％
増
の
15

億
４
９
８
９
万
円
。
こ
の
う
ち

国
庫
補
助
金
は
、
経
常
費
補
助

金
が
予
算
比
６
・
70
％
増
の
15

億
１
０
０
１
万
円
。

（
事
業
活
動
支
出
の
部
）

・
人
件
費
は
、
予
算
比
０
・
13

％
減
の
１
４
６
億
４
９
０
４
万

円
。
退
職
給
与
引
当
金
繰
入
額

９
億
７
５
５
６
万
円
を
含
ん
で

い
る
。

・
教
育
研
究
経
費
は
、
予
算
比

０
・
69
％
減
の
75
億
３
０
８
６

万
円
。
減
価
償
却
額
22
億
４
３

０
１
万
円
を
含
ん
で
い
る
。

・
管
理
経
費
は
、
予
算
比
４
・

19
％
減
の
18
億
２
８
８
６
万

円
。
減
価
償
却
額
２
億
１
７
１

７
万
円
を
含
ん
で
い
る
。

　
②
教
育
活
動
外
収
支

　
教
育
活
動
外
収
入
計
は
、
予

算
比
49
・
87
％
増
の
１
億
６
０

２
万
円
。
教
育
活
動
外
支
出
計

は
、
予
算
ど
お
り
で
１
１
２
万

円
と
な
り
、
教
育
活
動
外
収
支

差
額
は
、
１
億
４
９
０
万
円
と

な
っ
て
い
る
。

　
③
経
常
収
支
差
額

　
教
育
活
動
収
支
差
額
と
教
育

活
動
外
収
支
差
額
を
合
わ
せ
た

経
常
収
支
差
額
は
、
２
億
２
９

４
６
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

（
２
）
特
別
収
支

　
特
別
収
入
計
は
、
予
算
比
21

・
73
％
減
の
４
億
２
１
６
４
万

円
。
特
別
支
出
計
は
、
予
算
比

２
２
５
３
・
19
％
増
の
19
億
７

６
２
８
万
円
と
な
り
、
特
別
収

支
差
額
は
、
△
15
億
５
４
６
３

万
円
と
な
っ
て
い
る
。

（
事
業
活
動
収
入
の
部
）

・
資
産
売
却
差
額
は
、
設
備
売

却
差
額
で
１
０
３
万
円
と
な
っ

て
い
る
。

・
そ
の
他
の
特
別
収
入
は
、
予

算
比
21
・
92
％
減
の
４
億
２
０

６
１
万
円
。
科
目
別
の
内
訳

は
、
以
下
の
と
お
り
。

　
施
設
設
備
寄
付
金

 

１
億
６
７
６
９
万
円

　
受
贈
お
よ
び
編
入
図
書

 

１
億
５
２
７
０
万
円

　
そ
の
他
の
受
贈
資
産

 

１
４
１
０
万
円

　
施
設
設
備
補
助
金

 

８
６
１
１
万
円

（
事
業
活
動
支
出
の
部
）

・
資
産
処
分
差
額
は
、
施
設
処

分
差
額
が
予
算
比
１
８
６
９
・

89
％
増
の
13
億
７
６
３
４
万

円
。
設
備
処
分
差
額
が
予
算
比

４
１
５
０
・
66
％
増
の
５
億
９

９
９
３
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

資
産
処
分
差
額
の
内
容
は
以
下

の
と
お
り
。

施
設
処
分
差
額

　
土
地
　
１
億
54
万
円
（
北
海

道
短
期
大
学
校
地
売
却
等
に
伴

う
土
地
処
分
差
額
）

　
建
物
　
12
億
１
２
４
８
万
円

（
北
海
道
短
期
大
学
校
舎
他
売

却
等
に
伴
う
建
物
及
び
建
物
付

属
設
備
処
分
差
額
）

　
構
築
物
　
６
３
３
２
万
円

（
北
海
道
短
期
大
学
擁
壁
他
売

却
等
に
伴
う
構
築
物
処
分
差

額
）

設
備
処
分
差
額

　
教
育
研
究
用
機
器
備
品

 

４
７
４
２
万
円（
３
９
３
１
点
）

　
管
理
用
機
器
備
品

 

１
１
７
５
万
円
（
１
０
３
点
）

　
車
両
　
84
万
円
（
５
台
）

　
電
話
加
入
権
　
90
万
円  

　
図
書
　
５
億
３
９
０
０
万
円

（
12
万
２
０
６
６
冊
）

３

貸

借

対

照

表

末
よ
り
５
億
７
４
７
９
万
円
増

の
１
３
５
１
億
７
３
７
１
万
円

と
な
っ
て
い
る
。

（
２
）
負
債
の
部

　
負
債
の
部
で
は
、
固
定
負
債

が
長
期
借
入
金
等
の
増
で
前
年

度
末
よ
り
18
億
８
８
３
１
万
円

増
の
１
３
８
億
８
３
４
５
万

円
。

　
流
動
負
債
は
、
短
期
未
払
金

等
の
増
で
前
年
度
末
よ
り
１
１

６
４
万
円
増
の
68
億
１
６
１
８

万
円
。
負
債
の
部
合
計
は
、
前

年
度
末
よ
り
18
億
９
９
９
６
万

円
増
の
２
０
６
億
９
９
６
４
万

円
と
な
っ
て
い
る
。

（
３
）
純
資
産
の
部

　
純
資
産
の
部
で
は
、
基
本
金

が
前
年
度
末
よ
り
26
億
７
５
６

４
万
円
減
の
１
４
８
０
億
１
６

６
２
万
円
。
こ
の
う
ち
第
１
号

基
本
金
が
前
年
度
末
よ
り
28
億

７
６
７
１
万
円
減
の
１
４
３
２

億
６
３
４
１
万
円
。
第
２
号
基

本
金
は
、
前
年
度
末
よ
り
２
億

円
の
増
。
第
３
号
基
本
金
が
前

年
度
末
よ
り
１
０
６
万
円
増
の

27
億
２
４
２
１
万
円
。
第
４
号

基
本
金
は
、
前
年
度
末
と
の
増

減
が
な
く
、
18
億
２
９
０
０
万

円
。

　
繰
越
収
支
差
額
は
、
翌
年
度

繰
越
収
支
差
額
が
事
業
活
動
収

支
計
算
書
の
同
科
目
と
金
額
が

同
一
で
、
３
３
５
億
４
２
５
６

万
円
の
支
出
超
過
。

　
純
資
産
の
部
合
計
は
、
前
年

度
末
よ
り
13
億
２
５
１
６
万
円

減
の
１
１
４
４
億
７
４
０
６
万

円
と
な
っ
て
い
る
。

（表１）




